
令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業実績

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金

充当額

（円）

1 公共的空間安全・安心確保事業（市庁舎等） 総務課

①市庁舎等での感染防止対策を講じるため、必要物品を整備する。

②感染防止に係る消耗品

③長門市

1,220,564 1,220,564

受付カウンタ飛沫拡散防止パネル、受付カウ

ンタ飛沫拡散防止シート、受付カウンタ用抗

菌ボールペン、来庁者用手指消毒薬、飛沫拡

散防止用職員マスクを購入

（対象施設：12施設）

いち早く交付金を活用して対策を講ずること

により、感染拡大を防止することができると

ともに、市民の方に安心して庁舎を利用して

もらうことができた。

2 オンライン会議環境構築事業 総務課

①新型コロナウイルス感染症の影響化において、遠隔地とのオンライン会議が出

来る環境を構築し、デジタルトランスフォーメーションを促進する。

②インフラ環境整備・備品の購入

③長門市

315,150 315,150
ノートPC、WEBカメラ、ワイヤレススピー

カーの購入、ネットワーク敷設工事

会議のオンライン化により接触機会を低減

し、感染拡大を防止することができた。

3 ながと泊まっ得キャンペーン事業 観光政策課

①新型コロナウイルス感染症の拡大が収束し、国民の不安が払拭された後には、

ＧｏＴｏキャンペーンといった国を挙げての短期集中大規模キャンペーンが予定

されている。その機会を遅れることなく捉え、本市を訪れる観光客の誘致促進及

び消費喚起を図ることで、甚大な影響を受けている本市観光事業者等を支援する

ことを目的に、市内宿泊者を対象に、市内の登録店舗で使用可能な商品券「なが

と泊まっ得チケット」を付与する事業を実施する（一社）長門市観光コンベン

ション協会に必要な経費を補助する。

②プレミアム商品券（金券）の発行業務や換金業務に係る補助金

③市内宿泊者

104,488,000 104,488,000

キャンペーン期間：R2.7.10～R3.2.25

（R2.8.13～8.16、12.29～R3.1.3は対象外）

参加宿泊施設：29施設

商品券配布枚数：97,976枚

利用可能店舗：114店舗

商品券換金枚数：94,488枚

※利用可能店舗には宿泊施設内利用店舗16店

舗含む

令和2年の本市宿泊者数については、感染症

の影響を受けていたが、「GoToトラベル

キャンペーン」の本格運用となった10月から

は、各キャンペーンの相乗効果により前年並

みの宿泊客を確保できた。特に長門湯本温泉

では10月から12月の期間において前年の宿泊

数を1割程度上回る結果となった。

4 中小企業経営安定資金融資保証料補助金 産業戦略課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内の中小企業者を緊急的に支援す

るため、長門市中小企業経営安定資金融資保証制度により資金の融資を受けた場

合の信用保証料を市が全額補助する。

②補助金

③市内の中小事業者

40,589,221 39,892,513

融資件数：138件

融資総額：973,800,000円

（7,056,521円/件）

保証料額：40,589,221円

（294,124円/件）

資金繰りが困難な状況にある市内中小企業者

の経営の安定を支援し、事業の継続と雇用の

確保を図ることができた。

5 中小企業経営安定資金利子補給金 産業戦略課

①長門市中小企業経営安定資金融資保証制度により資金の融資を受けた場合に、

貸付利息について補給措置を特別に講じる。

②利子補給金

③市内の中小事業者

12,212,877 12,212,877
補給件数：136件

補給総額：12,212,877円

市内中小企業者が負担する、信用保証協会に

対する信用保証料と併せ金融機関に対する貸

付利息を補助することにより、事業の継続と

雇用の確保を図ることができた。

6 雇用安定支援事業 産業戦略課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業活動の縮小を余儀なくされた事

業者で、労使協定がなく国の雇用調整助成金制度を活用できない事業者に対し、

独自措置として一定の支援を行う。

②休業手当等の支払い経費

③市内の中小事業者

916,053 916,053
交付件数：7件

交付総額：916,053円

新型コロナウイルス感染症の影響で事業縮小

を余儀なくされた事業者で、国の制度を活用

できない事業者に対して補助をすることによ

り、事業の継続と雇用の継続を支援すること

ができた。

8 長門市民助け合い応援券発行事業 産業戦略課

①新型コロナウイルス感染症により甚大な影響を受けた市内事業者を支援するた

め、市民による地元消費の拡大に向けた対策を講じることにより、市内事業者の

廃業・倒産を防止するとともに、市内雇用を維持することを目的とする。

②応援券購入代（市民1人5,000円分応援券）、委託料（換金業務委託）、事務

費（郵券料・印刷製本費）

③長門市民（約33,000人）

173,508,573 173,321,568

発行額面：500円×10枚

発行総額：168,015,000円

（＠500円×336,030枚）

対象店舗：長門市内に店舗を持つホテル・宿

泊施設、旅行代理店、飲食店、タクシー、運

行代行で、新型コロナウイルス感染症対策を

十分に実施している市内中小企業

使用期間：R2.5.1～R2.8.31

登録店舗数：190店舗

送付世帯数/人数：16,129世帯/33,603人

換金状況：160,915,000円（95.8%）

新型コロナウイルス感染症の甚大な影響を受

けている市内中小企業を支援することができ

た。

9 新型コロナウイルス感染症対応支援事業 産業戦略課

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う景気減退に打ち勝つために中小事

業者又は中小事業者グループが実施する新たな取組を支援。

②新型コロナウイルス感染症対応支援事業補助金

③市内の中小事業者

9,569,000 9,569,000

交付決定件数：11件

（市内事業者9件、複数企業の連合体2件）

補助金交付決定額：9,569,000円

コロナ禍の影響を乗り越えようとする市内事

業者を支援することで、事業の継続と雇用の

確保を図ることができた。

事業実績 効果・検証

実施

計画書

No

事業名 担当課
事業費

（円）
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10 新型コロナウイルス感染症対応環境整備事業 産業戦略課

①新型コロナウイルス感染症の長期化に備え、「新たな生活様式」に対応した営

業形態の変更や施設改修などを行う中小事業者又は中小事業者グループが実施す

る事業を支援。

②新型コロナウイルス感染症対応環境整備事業補助金

③市内の中小事業者

36,798,000 36,798,000
交付決定件数：40件

補助金交付決定額：36,798,000円

新型コロナウイルス感染症予防のためのガイ

ドラインに対応した施設改修、非接触型決済

システムの導入などの環境整備に支援するこ

とで、市内事業者の経済活動の再開に一定の

成果があった。

11 経営持続化支援事業 産業戦略課

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う景気減退により、市内民間事業所

において営業しなくてもかかる固定費（家賃・各種リース料等）等により、経営

が圧迫され、事業活動を維持してくことが困難にならないように支援金を給付

し、事業継続を図る。

②経営持続化支援金

③市内の中小事業者

78,655,880 78,655,880

申請件数：508件

交付決定額：78,600,000円

手数料：55,880円

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い市内

経済に甚大な影響が拡大していたが、支援金

を給付することにより市内事業所の事業継続

を図ることができた。

12 ひとり親家庭がんばろう給付金 子育て支援課

①新型コロナウイルス感染症緊急経済対策による臨時特別給付金として、児童扶

養手当受給世帯あたり３万円を支給し、子育て世帯を応援する。

②給付金、通信運搬費等

③５月分の児童扶養手当受給者

7,179,984 7,179,984

対象世帯：238世帯

給付総額：7,140,000円

郵券料：39,984円

新型コロナウイルス感染症の影響を受けるひ

とり親世帯に対して、長門市独自で必要な支

援を実施した。

13 戦略的ながと観光情報発信事業 観光政策課

①国が推し進める「ＧｏＴｏキャンペーン（仮称）」の効果による近隣圏域から

国内全域への観光需要回復期に、他の自治体に先んじて遅れることなく「長門の

魅力」を様々なメディア媒体を活用して短期・中長期的な情報発信事業を展開す

る。

②県内、近県といった近隣圏域及び首都圏・関西圏などの主要市場をターゲット

とした情報発信委託料

③県内、近県といった近隣圏域・首都圏・関西圏のターゲット層

29,997,000 29,997,000

「Discover Japan_TRAVEL　山口　旅と暮ら

しの間へ」を発刊

発行部数：約3万部（A4版146頁）

今後、このコンテンツを市のプロモーション

や旅行会社との商談等に活用するほか、

Discover Japanの発信力やブランド力を活か

して多くの方に読まれることで、長門の魅力

を発信し、回復期の観光需要において旅の目

的地として選ばれることを目指す。

また、この冊子を県内各所に設置すること

で、市民が地元の魅力を理解し、その魅力を

発信したくなるようなインナーブランディン

グにも取り組んでいく。

14 公共的空間安全・安心確保事業（申告会場） 税務課

①申告会場における感染防止策として、来場者や従事職員の手指消毒や飛沫感染

防止措置を講じる。

②感染防止を講じるための消耗品・備品

③申告会場（2会場：来場予定者数4,000人）

386,837 386,837

マスク、フェイスガード、手指消毒剤、除菌

ウェットシート、抗菌ボールペン、非接触体

温計、ゲストページャー呼び丸、サーキュ

レーターを購入

（対象施設：９施設）

申告会場を起因とした感染拡大を防止するこ

とができた。

15 防災情報ＩＣＴ化事業 防災危機管理課

①災害時の避難所運営に際し、ICT技術を活用しweb版ハザードマップと危険エ

リア居住対象者リストを連携させ、避難所の避難人数を見込むとともに、避難所

開設情報を提供することで、密を避けた避難が可能となる避難所運営体制を構築

する。

②システム構築経費

③長門市

858,550 858,550
危険エリア居住対象者リスト作成

web版ハザードマップ連携システム構築

避難所の開設情報や避難人数を市ホームペー

ジで公表するなど、新型コロナウイルス感染

防止に配慮した避難所運営が可能となった。

16 赤ちゃんすくすく応援給付金 子育て支援課

①新生児（R2.4.28～R3.3.31生）の母に10万円を給付。

②給付金、事務費

③新生児（R2.4.28～R3.3.31生）の母

10,900,000 5,500,000
受給者：109人（給付率100％）

給付総額：10,900,000円

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける新

生児世帯に対して、市内で安心して子育てが

できるよう市独自の経済的な支援を実施し

た。

17 肥育素牛購入費補助事業 農林水産課

①新型コロナウィルス感染症の影響により、肉用牛の枝肉価格が大きく下落して

おり、市内肥育農家は極めて厳しい経営状況にあることから、緊急的な支援を行

うもの。

②補助金

③肥育農家

2,400,000 2,250,000
申請件数：5件

交付決定額：2,400,000円

枝肉価格が下落する中、肥育農家の経営支援

により営農継続に資することができた。

18 繁殖経営緊急支援事業 農林水産課

①新型コロナウィルス感染症の影響により子牛価格が下落しており、市内肉用牛

繁殖農家は厳しい経営状況にあることから、緊急的な支援を行うもの。

②補助金

③肉用牛繁殖農家

1,823,828 1,823,828
申請件数：39件

交付決定額：1,823,828円

子牛の販売価格が低下する中、繁殖農家の経

営支援により営農継続に資することができ

た。
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19 小学校情報機器等整備事業（通信環境整備費補助金） 教育総務課

①ICTを活用した学習環境の整備にあたり、各家庭における通信環境整備のた

め、就学援助費受給者世帯等を対象に長門市ケーブルテレビ加入に係る費用を支

援する

②加入負担金、宅内工事費、無線LANルータ補助

③就学援助費受給者世帯等

374,865 118,103
申請件数：13世帯

交付決定額：374,865円

1人1台端末持ち帰りのための家庭における通

信環境整備を促進することができた。

20 中学校情報機器等整備事業（通信環境整備費補助金） 教育総務課

①ICTを活用した学習環境の整備にあたり、各家庭における通信環境整備のた

め、就学援助費受給者世帯等を対象に長門市ケーブルテレビ加入に係る費用を支

援する

②加入負担金、宅内工事費、無線LANルータ補助

③就学援助費受給者世帯等

140,855 27,867
申請件数：5世帯

交付決定額：140,855円

1人1台端末持ち帰りのための家庭における通

信環境整備を促進することができた。

21 特別支援教育教員補助事業 学校教育課

①新型コロナウイルス感染症による臨時休業期間の学習保障を行うため、夏季休

業を短縮し、短縮期間中の特別支援教育補助教員を配置するための経費。期間中

も、特別な教育的配慮を要する児童生徒に対する支援を行うことができる。

②補助教員の報酬

③特別支援教育補助教員

1,324,000 1,324,000

対象期間：R2.7.21～R2.8.31

特別支援教育補助教員：22人

報酬総額：1,324,000円

夏季休暇期間に特別な教育的配慮を要する児

童生徒へ支援を行うことができた。

22 市議会議員選挙費 選挙管理委員会

①任期満了に伴う長門市議会議員一般選挙執行に伴い、感染防止対策を講じるた

め、必要物品を整備する。

②感染防止に係る消耗品

③投票会場（43会場：有権者29,000人）

1,159,455 1,159,455

マスク、ゴム手袋、フェイスシールド、消毒

剤、霧吹き、不織布、使い捨て鉛筆、除菌

ウェットシート、養生テープを購入

（投票会場：43箇所）

不特定多数の者が利用する投票所において、

選挙に関わる新型コロナ感染は発生しなかっ

た。

23 道の駅改修事業（ウッドデッキ屋根整備実施設計） 産業戦略課

①センザキッチンバル棟において、昼食時密な状態になり、ソーシャルディスタ

ンスが保たれないことから、ウッドデッキ部分に屋根を設置し、屋外での昼食を

可能とすることで、3密になる状態を防ぐ

②設計業務委託に係る経費

③道の駅センザキッチン

2,243,000 2,243,000
ウッドデッキ屋根整備工事（No.30）のため

の実施設計

屋根の設置により屋外での昼食が可能とな

り、室内での3密状態を防ぐことができた。

24 避難所感染拡大防止事業 防災危機管理課

①災害時の避難所での感染拡大を防止するため、必要な資材を購入する。

②発熱者隔離用テント、段ボールベッドなど消耗品費

③避難所（23か所）

2,281,110 2,281,110

発熱者隔離用テント、段ボールベッド、パー

テーション、非接触型体温計、手指用アル

コール、バクトパスを購入

（避難所：23箇所）

コロナ禍における避難所運営に関して必要な

備蓄を整備することができた。

26 インフルエンザ予防接種費用助成事業 健康増進課

①新型コロナウイルス感染症の収束見通しが立たない中、インフルエンザの流行

気に多数の発熱患者が発生することが想定されるため、インフルエンザ予防接種

が強く推奨されている65歳以上の高齢者等の予防接種費用を無償化するととも

に、あわせて接種が推奨されている妊婦や障害者支援施設入所者等の接種費用を

１回あたり4,000円（上限）助成することで、同時流行リスクの軽減を図る。

②予防接種費用助成費、通知郵券料

③65歳以上の市民、妊婦、障害者支援施設入所者

17,503,785 17,493,355
助成件数：5,051件

助成総額：17,503,785円

重症化リスクの高い高齢者や妊婦等へ同時流

行リスクの軽減を図ることができた。

27 ビデオ会議システム導入事業 総務課

①新型コロナウイルス感染症の影響により、主要な会議及び研修等はビデオ会議

形式へ移行しつつあることから、ビデオ会議に必要な通信回線工事、システムラ

イセンス及び専用端末機器を導入する。

②インフラ整備、端末購入費

③長門市

3,345,782 3,345,782
Webexビデオ会議端末の購入、ライセンス使

用、回線設備設置、LAN配線工事

会議のオンライン化により接触機会を低減

し、感染拡大を防止することができた。

28 テレワークシステム導入事業 総務課

①新型コロナウイルス感染症に関連した職員の勤務体制の確保のため、テレワー

クに必要な通信回線の整備、ネットワークの構築及び端末機器を導入し、行政機

能の維持を図る。

②システム構築、端末購入費

③長門市

10,185,807 10,185,807
非LTEノートPC、LTEノートPCの購入、シス

テム構築・保守等委託、通信料

職員の在宅勤務を可能とすることで、接触機

会を低減し、感染拡大を防止することができ

た。
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30 道の駅改修事業（ウッドデッキ屋根整備工事） 産業戦略課

①センザキッチンバル棟において、昼食時密な状態になり、ソーシャルディスタ

ンスが保たれないことから、ウッドデッキ部分に屋根を設置し、屋外での昼食を

可能とすることで、3密になる状態を防ぐ。

②屋根増築工事、入口改修工事

③道の駅センザキッチン

8,800,000 8,800,000
屋根増築工事、入口改修工事

（令和3年度へ一部繰越）

屋根の設置により屋外での昼食が可能とな

り、室内での3密状態を防ぐことができた。

31 新しいイベントスタイル応援事業 観光政策課

①新型コロナウイルス感染症の影響によりイベントが中止となる中、本市の「や

きとり文化」を継続していくため、やきとり店やイベントステージなどとオンラ

イン上でつながり、また通販によるやきとりのお取り寄せなど、新しい生活様式

に対応したイベントの支援を行う。

②補助金

③イベント運営団体

1,138,151 1,138,151

「西日本やきとり祭りin長門」から「オンラ

インやきとり祭りin長門」へ事業変更して実

施。オンラインやきとり祭りに合わせ、前後

一ヵ月間でテイクアウトや通販による「お家

でやきとりキャンペーン」を市内で同時実

施。

申請件数：1件

交付決定額：1,138,151円

期間中の参加、購入者は累計8,000人となっ

た。対面式のイベント開催が出来ないなか、

新たなスタイルの体験を提供できた。

32 ワーケーション実証実験事業 観光政策課

①新型コロナウイルス感染症の影響により、新しい生活様式へと変化していく

中、ワーク（仕事）とバケーション（休暇）を組み合わせた「ワーケーション」

を推進するため、市外企業を対象に、本市の豊かな自然やアクティビティ、温

泉、旅館を活かした体験プログラムを実施し、「ワーケーション」の本市での受

入可能性を検証する。

②ワーケーションプログラムの体験に係る経費

③長門市内でワーケーションを実施する企業

1,818,584 1,818,584
実証実験参加企業：2企業

参加者数：16名

参加者へのアンケートの結果、ターゲット・

実施目的が不明確であること、食事の内容、

周辺の施設やアクティビティ情報不足等につ

いて指摘があった。

この結果を踏まえ、今後の商品化に向けワー

ケーションの実施目的の明確化や販売手法の

検討が課題となる。

33 救急活動感染予防対策事業 消防総務課

①新型コロナウイルス感染症患者の救急搬送時における救急隊員の感染及び車両

資器材の汚染による二次感染防止のため、救急自動車に積載する器材を整備す

る。

②搬送用アイソレーター装置（陰圧式隔離型搬送資器材）及び感染予防対策資器

材の整備

③長門市

1,876,600 1,876,600

搬送用アイソレーター装置、感染防護服セッ

ト（感染防護服、マスク、N95マスク、手

袋、シューズカバー、ゴーグル）の購入

救急搬送時における救急隊員の感染及び車両

資器材の汚染による二次感染を防止すること

ができた。

34 小学校トイレ等自動水栓整備事業 教育総務課

①新型コロナウイルス感染防止を目的として、手洗いの際にウイルスが手に付着

するリスクを軽減するため、児童の使用頻度が高いトイレ等の手洗いを自動水栓

に改修する。

②小学校トイレ等自動水栓改修工事

③市内小学校（11校）

13,202,300 13,202,000
市内小学校（11校：307箇所）を自動水詮に

改修

自動水詮化により、ウイルスが手に付着する

リスクを軽減することができた。

35 中学校トイレ等自動水栓整備事業 教育総務課

①新型コロナウイルス感染防止を目的として、手洗いの際にウイルスが手に付着

するリスクを軽減するため、児童の使用頻度が高いトイレ等の手洗いを自動水栓

に改修する。

②小学校トイレ等自動水栓改修工事

③市内中学校（5校）

6,754,000 6,754,000
市内中学校（5校：171箇所）を自動水詮に改

修

自動水詮化により、ウイルスが手に付着する

リスクを軽減することができた。

36 図書館セルフ貸出機導入事業 図書館

①新型コロナウイルス感染防止を目的に、図書貸出業務の非接触化を図るため、

利用者自身で貸出処理ができるセルフ貸出機を導入する。

②システム構築、端末購入費

③長門市

1,223,970 1,223,970
システム導入・更新、ライセンス使用、端末

の購入、館内配置換

貸出機の導入により接触機会を低減し、施設

内での感染拡大を防止することができた。

40 緊急経営維持給付金 産業戦略課

①新型コロナウイルス感染症により甚大な影響を受けている飲食業者等に緊急措

置として定額の給付金を支給し、事業者の事業継続を支援する。

②緊急経営維持給付金

③山口県から食品衛生許可を得ている市内に本社若しくは主たる事務所を有する

法人、又は本市に住所を有する個人事業者であって、令和2年12月の売上高が前

年同月対比30％以上減少している者。

34,417,710 24,417,710

申請件数：161件

交付決定額：34,400,000千円

手数料：17,710円

新型コロナウイルス感染症の市内における感

染が拡大傾向にある中、年末年始の飲食機会

が激減し、飲食店を中心に市内経済に甚大な

影響を及ぼしている事業者への給付による支

援により、事業の継続と雇用の確保を図るこ

とができた。
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42 交通事業者事業継続支援金 産業戦略課

①新型コロナ感染症拡大によって、売上減少の影響を受けた交通事業者につい

て、事業継続のための支援を行う。

②交通事業者事業継続支援金

③市内に路線を定めて定期運行をする路線バス事業者、市内に営業区域のある法

人タクシー事業者及び個人タクシー事業者、市内に本社を有する代行事業者

18,820,000 18,820,000

申請件数：17件

（バス事業者3件、タクシー事業者6件、代行

事業者4件、その他4件）

交付決定額：18,820,000円

市内を運行する交通事業者に対して支援金を

給付することにより、コロナ禍における安定

的な事業継続のための支援を行うことがで

き、市民にとって重要な移動手段である公共

交通の維持継続を図ることができた。

638,429,491 621,615,298計
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